
﹇
号
を
削
る
。﹈

二

法
第
二
十
七
条
第
二
項
た
だ
し
書
又
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
対
内
直
接
投
資
等
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い

期
間
を
短
縮
し
た
場
合
で
あ
つ
て
、
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
第
八
条
に
規
定
す
る
短
縮
の
期
間
を

記
載
し
た
通
知
書
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
期
間
の
短
縮
通
知
書
」
と
い
う
。）が
交
付
さ
れ
た
場
合

届

出
受
理
証
及
び
期
間
の
短
縮
通
知
書

﹇
二
〜
七

略
﹈

﹇
三
〜
八

同
上
﹈

３

﹇
略
﹈

３

﹇
同
上
﹈

（
本
人
確
認
記
録
の
作
成
方
法
）

（
本
人
確
認
記
録
の
作
成
方
法
）

第
八
条
の
三

法
第
十
八
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
方
法

と
す
る
。

第
八
条
の
三

法
第
十
八
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
方
法

と
す
る
。

一

本
人
確
認
記
録
（
次
号
に
規
定
す
る
添
付
資
料
を
含
む
。
第
十
二
条
の
六
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
文

書
、
電
磁
的
記
録
又
は
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
を
用
い
て
作
成
す
る
方
法

一

本
人
確
認
記
録
（
次
号
に
規
定
す
る
添
付
資
料
を
含
む
。
第
十
二
条
の
六
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
文

書
、
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以

下
同
じ
。）又
は
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
を
用
い
て
作
成
す
る
方
法

二

﹇
略
﹈

二

﹇
同
上
﹈

２

﹇
略
﹈

２

﹇
同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
表
記
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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